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（単位　円）

科目 本年度末 前年度末 増　　　減
31
00

固定資産 113,162,133,826 115,891,818,284 △2,729,684,458
31
10

 有形固定資産 111,852,002,007 114,552,328,285 △2,700,326,278
31
32

  土地 22,419,624,293 22,362,128,813 57,495,480
31
32

  建物 69,121,417,802 71,164,381,876 △2,042,964,074
31
32

  構築物 2,168,181,354 2,158,423,756 9,757,598
31
33

  教育研究用機器備品 15,154,876,139 15,984,557,218 △829,681,079
31
33

  管理用機器備品 169,356,193 175,496,537 △6,140,344
31
33

  図書 2,416,538,502 2,505,722,151 △89,183,649
31
33

  車両 102,984,874 119,134,434 △16,149,560
31
32

  建設仮勘定 299,022,850 82,483,500 216,539,350
31
34

 特定資産 57,591,008 57,591,008 -
31
34

  第３号基本金引当特定資産 57,591,008 57,591,008 -
31
32

 その他の固定資産 1,252,540,811 1,281,898,991 △29,358,180
31
32

  借地権 159,000,000 159,000,000 -
31
32

  施設利用権 4,599,729 4,832,409 △232,680
31
32

  敷金・保証金 156,466,578 156,886,578 △420,000
31
33

  電話加入権 36,442,770 36,442,770 -
31
33

  ソフトウェア 13 13 -
31
34

  長期有価証券 316,132,837 316,132,837 -
31
64

  長期貸付金 579,898,884 608,604,384 △28,705,500
31
66

流動資産 31,520,465,594 29,175,527,308 2,344,938,286
31
67

  現金預金 9,894,600,413 8,705,699,007 1,188,901,406
31
68

  未収入金 18,599,760,870 18,415,209,366 184,551,504
31
64

  短期貸付金 74,505,500 77,623,000 △3,117,500
31
69

  前払金 2,013,360,788 1,171,650,099 841,710,689
31
69

  仮払金 1,000,440 - 1,000,440
31
68

  貯蔵品 937,237,583 805,345,836 131,891,747
31
55

資産の部合計 144,682,599,420 145,067,345,592 △384,746,172

科目 本年度末 前年度末 増　　　減

固定負債 53,340,911,184 58,503,291,561 △5,162,380,377

  長期借入金 31,106,413,000 35,845,324,000 △4,738,911,000

  長期未払金 2,731,530,991 3,319,444,236 △587,913,245

  退職給与引当金 19,502,967,193 19,338,523,325 164,443,868

流動負債 29,083,347,216 31,856,495,940 △2,773,148,724

  短期借入金 9,738,911,000 12,148,793,000 △2,409,882,000

  短期未払金 15,457,815,965 15,942,327,505 △484,511,540

  前受金 2,799,357,290 2,769,880,590 29,476,700

  預り金 1,073,544,342 978,189,120 95,355,222

  患者預り金 11,607,000 16,135,140 △4,528,140

  仮受金 2,111,619 1,170,585 941,034

負債の部合計 82,424,258,400 90,359,787,501 △7,935,529,101

科目 本年度末 前年度末 増　　　減

基本金 214,175,669,089 209,546,307,351 4,629,361,738

  第１号基本金 206,842,078,081 202,212,716,343 4,629,361,738

  第３号基本金 57,591,008 57,591,008 -

  第４号基本金 7,276,000,000 7,276,000,000 -

繰越収支差額 △151,917,328,069 △154,838,749,260 2,921,421,191

  翌年度繰越収支差額 △151,917,328,069 △154,838,749,260 2,921,421,191

純資産の部合計 62,258,341,020 54,707,558,091 7,550,782,929

負債及び純資産の部合計 144,682,599,420 145,067,345,592 △384,746,172

資産の部

令和４年度末 貸借対照表

負債の部

純資産の部



１．重要な会計方針

(1) 引当金の計上基準

徴収不能引当金

… 未収入金の徴収不能に備えるため､個別に見積もった徴収不能見込額の他に徴収

可能と見込まれる未収入金額の1％を合わせて計上している｡

退職給与引当金

… 退職給与引当金の額の算出方法は期末要支給額18,382,898,550円の100％を基に

して､私立大学退職金財団に対する掛金の累計額と交付金の累計額との繰入調整

額を加減した金額を計上している｡

(2) その他の重要な会計方針

有価証券の評価基準及び評価方法

… 移動平均法に基づく原価法である｡

たな卸資産の評価基準及び評価方法

… 先入先出法に基づく原価法である｡

外貨建資産･負債等の本邦通貨への換算基準

… 該当なし

食堂その他教育活動に付随する活動に係る収支の表示方法

… 補助活動に係る収支は総額で表示している｡

２．重要な会計方針の変更等

       特になし

３．減価償却額の累計額の合計額 107,501,966,335 円

４．徴収不能引当金の合計額 391,018,342 円

５．担保に供されている資産の種類及び額

担保に供されている資産の種類及び額は､次のとおりである｡

土  地 20,178,529,297 円

建  物 63,656,916,800 円

６．翌会計年度以後の会計年度において基本金への組入れを行うこととなる金額

12,868,399,351 円

７.　当該会計年度の末日において第4号基本金に相当する資金を有していない場合のその旨と対策

　　　　第4号基本金に相当する資金を有しており、該当しない。



８．その他財政及び経営の状況を正確に判断するために必要な事項

(1) 有価証券の時価情報

①総括表

（単位：円）

貸借対照表計上額 時価 差額

60,552,837 66,385,422 5,832,585

- - -

- - -

- - -

60,552,837 66,385,422 5,832,585

- - -

255,580,000

316,132,837

②明細表

（単位：円）

貸借対照表計上額 時価 差額

- - -

60,552,837 66,385,422 5,832,585

- - -

- - -

- - -

 60,552,837 66,385,422 5,832,585

255,580,000

 316,132,837

(2) デリバティブ取引

デリバティブ取引の契約額等､時価及び評価損益

（単位：円）

想定元本 想定元本のうち１年超 時価評価額

金利ｽﾜｯﾌﾟ取引 市中金融機関 支払固定・受取変動 525,000,000 525,000,000 △ 632,158

525,000,000 525,000,000 △ 632,158

　　(注) 上記の金利スワップ取引及びキャップ取引は、将来の金利変動によるリスク回避を目的としている。

　　(注) 時価の算定方法・・・取引銀行から提示された価格によっている。

当年度（令和５年３月３１日現在）

 時価が貸借対照表計上額を超えるもの

   （うち満期保有目的の債券）

 時価が貸借対照表計上額を超えないもの

   （うち満期保有目的の債券）

　　　　　　合　　　　　　　計

    （うち満期保有目的の債券）

     時価のない有価証券

            有価証券  合  計

種　　　　　　　　類
当年度（令和５年３月３１日現在）

 債券

 株式

 投資信託

 貸付信託

 その他

　　　　　　合　　　　　　　計

         時価のない有価証券

 　　　　  有価証券  合  計

対象物 取引先 種類
当年度 (令和５年３月３１日)

合　　　　　　　　　計



(3)  当学校法人の出資割合が総出資額２分の１以上である会社の状況は次のとおりである。

１．株式会社 医大サービス

　　（当学校法人の出資割合が２分の１以上の株式会社エヌ・エム・エス・エンタープライズと平成１８年２月１日に合併）

①　事業内容 売店及びコンビニ経営、駐車場管理、損保代理店、資機材等の販売など

②　資本金 50,000,000 円

③　学校法人の出資金額等及び当該会社の総株式等に占める割合並びに当該株式の入手日

平成6年8月19日 2,000,000 （４，０００株）

平成7年6月29日 　　 利益剰余金の資本金組入

平成16年3月30日 3,520,000 （4,000株）

平成12年10月6日 20,000,000 （400株） （旧エヌ・エム・エス・エンタープライズ）

 平成17年8月16日 230,000,000 （4,600株） （旧エヌ・エム・エス・エンタープライズ）

合　　　計 255,520,000 （13,000株）

④　当期中に学校法人が当該会社から受け入れた配当金及び寄付の金額並びにその他の取引の額

(単位：円)

当該会社からの受入額 受託事業収入 932,079

施設設備利用料収入 19,790,574

雑収入 17,041,776

当該会社への支払額 教）消耗品費支出 4,454,030 管）消耗品費支出 251,455

教）施設修繕費支出 2,117,440 管）施設修繕費支出 13,200

教）設備修繕費支出 2,200 管）設備修繕費支出 2,200

教）保守維持費支出 24,458,750 管）管理業務委託費 133,427,757

教）消耗備品費支出 97,310 管）その他委託費支出 13,446,439

教）管理業務委託費 83,613,840 管）報酬手数料支出 580,540

教）その他委託費支出 12,466,131 管）雑費支出 1,103,921

教）被服費支出 306,628 管）（福）被服費支出 33,197,259

（医）患者給食費支出 3,999,372

（医）雑費支出 2,043,089

(単位：円)

期 首 残 高 資 金 支 出 等 資 金 収 入 等 期 末 残 高

当該会社への出資金等 255,520,000 - - 255,520,000

当該会社への貸付金 75,414,884 - 10,000,000 65,414,884

当該会社への未払金 42,753,055 42,753,055 46,452,975 46,452,975

当該会社からの借入金 - - - -

当該会社からの未収入金 2,157,590 2,179,441 2,157,590 2,179,441

⑤　保証債務

　　　　　　学校法人は当該会社の債務保証を行っていない。



(4) 主な外貨建資産･負債

該当なし

(5) 偶発債務

① 学資ローンについて債務保証を行っている｡ ( 金額は保証限度額　)

日本医科大学特別学資ローン 300,000,000 円

日本獣医生命科学大学特別学資ローン 100,000,000 円

② 係争中の事件に関わる訴訟件数及び賠償請求額は次のとおりである｡

訴訟件数 6 件 335,063,369 円

(6) 所有権移転外ファイナンス･リース取引

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている所有権移転外ファイナンス・

リース取引

    平成21年4月1日以降に開始したリース取引

ﾘｰｽ料総額 未経過ﾘｰｽ料期末残高

教育研究用機器備品 2,761,800 円 613,520 円

車両 3,201,000 円 1,813,900 円

(7) 関連当事者との取引

関連当事者との取引の内容は次のとおりである。

(8) 後発事象

該当なし｡

ﾘｰｽ物件の種類

役員の
兼任等

事業上
の関係

顧問弁護⼠報酬 4,200,000 ̶ ̶

知財審議委員会
委員報酬 501,166 ̶ ̶

̶ ̶理事 柴 由美⼦ ̶ ̶ 弁護⼠ ̶

期末残⾼属性
役員、法⼈等の
名称

住所
資本⾦⼜
は⽀出資
⾦

事業内容
⼜は職業

議決権
の所有
割合

関係内容
取引の内容

年度内取引
⾦額（円）

勘定科⽬


